





































































































































































































































































300万ドJレ以下 I 1110 
備 考
300万ドノレ麹， L000万ドノレ以 1 1/2 
下 i





但し， 1,000万ドル超， 1,250万ドル未満の場合， 500万ド
ノレを下回ってはならなL、。

































































































































































1980 [ 19s1 I 1982 1983 1984 1987 
広東・福建省 I500万ドル I 500万ドル 1億元 1億元 3,000万ドル
4七 示 市 I300 I 500万ドル l, 000万ドル 3,000 I 
天 津 市 300 I 
I 500万ドル
1,COO I 3, 000 I 3, OO・J I 
上 海 市 i 300 I 1, 000 I 3, 000 I 3, 000 I 
遼 寧 省 300 I ・． 500 I 1, 000 I 3, 000 II 
海 ｝匂 省 500 I 3, 000 fl 
河 北 省 500 I 3, 000 tr 
山 東 省f 500 I 3, 000 /( 
1工 蘇 省 500 庁 3, 000 I 
i折 江 省 500 I 3,000 I 
広西自治区
3007f Fノレ ｜ 
500 I 3, 000 I 






大 連 500万ドル 1,000万ドル
広 チト｜ l, 000 I 
重 慶 市 300万ドル 500 I 
武 漠 500 I 
j審 陽 市 500 I 











1979年～193c年. 1984年 I 1985午
外資利用方式 ｜ー←←ー ァ一一一一一 ｜ 
件数i契約金額実施金須件数！契約金制笑施金額！件数 1契約金額実施金額
合 計 1 I I i 2, 2叫批判川山！山必i98山 2!44問 1
1 借款I I I I ，」 I , " ¥ 721 , i 
府 府借款 l I I i 判明，4651 72, 2981 591 10ヰ，0531 48, 632 
国際金融借款！ I I I 9i 96 9501 is, 2981 131 113, 151 60, 430 
パイヤーズクレ｜ I ! ' I I I I 、 I I 1 , i : 12, 326! I ! i2, 64 
与向与融借歓l I I I I I 12・ 2 
8 
j］（ 労その他｜ I ! i . 4, 27, 12, 4181 I 138, 2171 76, 237 
,0矧 125,761 3, ors! 593, nd 165, s必
'655i 25, 473¥ l, ,121 202, 9701 57, 9路
山 I 41 35, 9591 48, 06~1 
a. : n.品 i ! ＂♀ I n.品 l
'1671 9, 8451 ' 26, 034'. 16, 8591 
a. In.a. I In.a. In.a. I 





















1986年 I 1987年 I 1987年末累計
件 数同記瓦「遍年［（干己辰吉~lli-;iiiTt「亙下町函十実施金額
山 11.173，叫五瓦「 ~f；云云戸1；五「I扇戸，s9~ ， 43;j三示：86s
！~I ~！~：~：~I 5~~： ~~~1 :! ~~~： ：：~1 5~~： ~：：I ~~~I 2・ ~：~： ~~~I な；；；
11 182, 51 134, 1921 12¥ 139, 832! 71, 506i 451 532, 4841 284, 426 
248, 38. 17, 7611 ' 58, 0541 47, 290. I 306, 442 91, 025 
叫州問4叫 i 肌叫肌叫 ｜机羽lj 叫釘
8851 I 123, 9361 123, 353j I 422, 265 328, 476 115, 
187,489 2,233 
80,447 1,395 
























































































































































































































































































































































































































































































































































件と 1割近く iニ上ってL、る。J（引用は日本経済新聞， 1990年， 3/30付〕
中小企業の「合弁」と経営管理 115 
表4 国・地域別外資導入状況（直接投資〉 （単位：万米ドノレ〉
I i院 I1叫 I19昨 11986年 i~~~存
日本I 95必1I 却 3041 47 068 
香港・マカオ 431, 919 217, 545 413, 432 144,937 1,207,833 
381 5,075 
タイ 250 2, 328 1, 456 1, 321 5, 355 
シン ;Jiポーノレ 5, 447 6, 256 7' 551 13, 7 41 32, 995 
クヱート ー 1,500 3,500 5,000 
自治 3,657 10, 524 2, 025 1,262 17,468 
フ フ ン ス 21,221 34 4,992 485 26,732 
イ タ ア 10,292 1,006 2,445 5,565 19, 308 
オ フ ン ダ 13 188 266 29 496 
J、. ／レ ギ 一 4,204 807 265 30 5,306 
英 国 32, 140 1, 262 I 4, ,128 4,280 42, 110 
テ、ンマーク 251 45 357 3,687 4,340 
スウェーデソ 1, 827 1, 464 496 3,787 
ノノレウェイ 327 21 122 2, 556 2,904 
ス イ ス 2,215 7 72 2,500 4,794 
オーストリア 144 9,000 9, 000 
ス 刊に イ ン 1, 058 152 1, 210 
アルゼンチン 2, 153 
カ ナ 夕、 6,558 8,806 16,239 
米 国 85,981 16, 518 115, 202 52,735 270,436 
オーストラリア 8,697 420 1, ,105 3,154 13,677 





















231 I 29 I 1 
223 I 7 I 
90 I 13 
16 I 3 












































































































165, 118 i 64, 000 
230 I 2,1, 279 I 15, 038 
103 I 9, 842 I 1, 948 












1 212 I 77, 915 
45 I 9, 514. 5 
97 i 10, 304. 4 
291 I 184, 264 
194 I 21, 985 
153 I 15, 867 
54 I 3, 192 
1, 023 I 82, 194 
66 I 7, 406. 6 
126 I 33, 600 
78 I 22, 476 
78 I 5, 587 
99 i 6, 7 45 
6, 970 I 918, 831. 5 
287 I 38, 406 












































































































































































































































































































































































び製造， 4) N C制御デジタ Jレ表示，コネクター，プラット型ノミワーケーブJレ，オプテ
イカルファイパーパワーケーブル。
⑦ 電子産業

































① テレビ，ラジオ，ラジカセ， VT Rの組み立てライン。
⑦ 電卓，冷蔵庫，洗濯機，腕時計，自転車， ミシン，カメラの組み立てライン。
＠ 自動車，オートパイの組み立て。
③ エレベーターの製造。
⑪ 園内の生産能力が相対的に過剰気味ないしは飽和しつつある製品。
⑪投資の回収期間が非常に短く，利益率がとても高く，また，先進技術を導入できないよ
うなプロジェグト。
⑫ 国民経済の発展需要に適合していない製品および統一計画の必要なプロジェクト。
中国における物資の生産管理と流通のしくみ
中国では，物資を「生産資料」 （生産財〉と「消費資料」 〈消費財〉に分類し，管理してい
る。生産資料は工鉱業部門の生産活動に供される原材料，燃料および機械設情などで，その生
産と流通の主要部分は国家の管理をうける。消費資料の流通は主として商業ベースとなる。
以下に，生産資料に関する生産と流通管理制度の概要をまとめた。
生産資料は，生産計画および生産と供給および流通の2つの側面から管理をうける。生産資
料の生産は，指令性任務生産，指導性任務生産，自主生産の 3つにランク付けされている。前
2者は国家の生産計画・管理の中にあり，後者は市場調節にゆだねられる。また供給面におい
ては国家の統一分配物資，各部（日本の省にあたる〉所管物資，地方（省・市〉所管物資に分
中小企業の「合弁」と経営管理 123: 
類される。
① 国家統一分配物資は，国民経済において最も重要な物資があてられる。
国家枕一分配物資は，ほとんどが前述の生産資料の範噂にあり，指令性生産，指導性生
産， 自主生産の3つの生産形態が同時に適用される。指令性任務に属する生産に際してはp
国家計画の指令と，その生産に必要な原材料の供給をうける。
指導性任務i二該当する部分は，国家計画部門の指導を受け，各部の生産計画と原材料調
達のもとで生産され，販売される。自主生産に帰属する部分は，企業の自己努力により前
述の2つの任務を超えて生産した分と，法令により自由販売を認められた枠については企
業の自由販売とすることができる。
②各部所管物資は，国民経済の中で比較的主要な物資で，専業性がつよいもので，主と
しである特定の部門で使用される専用物資の中間製品である。
鉄鋼石，アルミナ，コークス，ポリエチレン，アスベスト，タワー式クレーン，発電設
備，冶金設備，採鉱設備，紡績設備等
（上記に例示した製品も，経済体制改革が進行している現在，物資の所管柱限も流動的
であるため，今後の変更はあり得る。〉
同物資生産には，指令i主任務の下達はなく，指導性任務と自主生産の2つの生産形態が
ある。指導性任務に帰属する部分は，同家統一分配物資の指導性任務生産と同様の形態と
なってL叩。但し，特殊な物資については，生産量のうち，一定数量を国家統一分配方式
を通じて分配するケースもある。
③地方所管物資は，①，③の物資を除くもので企業に対して各部から，生産任務の下達♂
はなく，企業の自主裁量で生産，販売される。
